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平成 26年 6月 20日 

各      位 

会 社 名  株式会社 プラコー 
代表者名  代表取締役社長   権田 和睦 
（ＪＡＳＤＡＱ・コード６３４７） 
問合せ先  常務取締役     黒澤 秀男 
電話０４８－７９８－０２２２ 

 
 

（訂正・数値データ訂正）「平成 26年３月期 決算短信〔日本基準〕(非連結)」の一部訂正について 

 
 

当社は、平成 26年５月 13日に公表しました「平成 26年３月期 決算短信〔日本基準〕(非連結)」の記載に

ついて、一部訂正及び表示方法の変更がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。また、数値デー

タにも訂正がありましたので、訂正後の数値データも送信します。なお、訂正箇所には下線を付しております。 

 

記 

 

１．訂正の内容  

(1)サマリー情報 １ページ 

１．平成 26年３月期の業績（平成 25年４月１日～平成 26年３月 31日） 

（１）経営成績  

 (訂正前)  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年３月期 3,076 4.2 149 26.2 126 380.3 104 395.2 
25年３月期 2,952 26.1 41 △57.5 26 △63.8 21 △80.5 

 

 (訂正後)  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年３月期 3,076 4.2 149 260.2 126 380.3 104 395.2 
25年３月期 2,952 26.1 41 △57.5 26 △63.8 21 △80.5 

 

(2)添付資料 ６～７ページ ４.財務諸表 (１) 貸借対照表 

(訂正前) 
           (単位：千円) 
          

前事業年度 
(平成 25年３月 31日) 

当事業年度 
(平成 26年３月 31日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 514,665 835,495 

  受取手形  145,507 232,465 

  売掛金 522,636 511,114 

  製品 81,175 35,119 

  仕掛品 49,172 343,412 

  原材料及び貯蔵品 24,088 23,936 

  前渡金 5,279 13,278 

  前払費用 13,182 10,030 

  未収入金 4,389 550 

  その他 2,441 1,524 

  貸倒引当金 △2,223 △746 
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  流動資産合計 1,360,317 2,006,181 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物  708,389  708,957 

    減価償却累計額 △607,407 △614,244 

    建物（純額） 100,981 94,713 

   構築物 980 980 

    減価償却累計額 △979 △979 

    構築物（純額） 0 0 

   機械及び装置 232,411 232,499 

    減価償却累計額 △210,733 △214,334 

    機械及び装置（純額） 21,678 18,165 

   車両運搬具 1,981 1,981 

    減価償却累計額 △1,981 △1,981 

    車両運搬具（純額） 0 0 

   工具、器具及び備品 89,252 90,624 

    減価償却累計額 △87,266 △86,803 

    工具、器具及び備品（純額） 1,986 3,821 

   土地  501,000  494,199 

   リース資産 13,456 14,722 

    減価償却累計額 △11,592 △1,213 

    リース資産（純額） 1,863 13,509 

   有形固定資産合計 627,509 624,407 

  無形固定資産   

   電話加入権 72 72 

   ソフトウエア 11,888 14,071 

   無形固定資産合計 11,960 14,143 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 30,809 25,095 

   出資金 100 100 

   差入保証金 2,389 2,411 

   長期未収入金 5,290 2,160 

   ゴルフ会員権 13,010 13,010 

   役員に対する保険積立金 10,474 11,351 

   破産更生債権等 1,940 1,136 

   長期前払費用 5,911 3,377 

   貸倒引当金 △17,680 △13,656 

   投資その他の資産合計 52,245 44,986 

  固定資産合計 691,715 683,537 

 資産合計 2,052,032 2,689,719 

 

(訂正後) 
           (単位：千円) 
          

前事業年度 
(平成 25年３月 31日) 

当事業年度 
(平成 26年３月 31日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 514,665 835,495 

  受取手形  145,507 232,465 

  売掛金 522,636 511,114 

  製品 81,175 35,119 

  仕掛品 49,172 343,412 

  原材料及び貯蔵品 24,088 23,936 
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  前渡金 5,279 13,278 

  前払費用 13,182 10,030 

  その他 6,831 2,074 

  貸倒引当金 △2,223 △746 

  流動資産合計 1,360,317 2,006,181 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物  708,389  708,957 

    減価償却累計額 △607,407 △614,244 

    建物（純額） 100,981 94,713 

   構築物 980 980 

    減価償却累計額 △979 △979 

    構築物（純額） 0 0 

   機械及び装置 232,411 232,499 

    減価償却累計額 △210,733 △214,334 

    機械及び装置（純額） 21,678 18,165 

   車両運搬具 1,981 1,981 

    減価償却累計額 △1,981 △1,981 

    車両運搬具（純額） 0 0 

   工具、器具及び備品 89,252 90,624 

    減価償却累計額 △87,266 △86,803 

    工具、器具及び備品（純額） 1,986 3,821 

   土地  501,000  494,199 

   リース資産 13,456 14,722 

    減価償却累計額 △11,592 △1,213 

    リース資産（純額） 1,863 13,509 

   有形固定資産合計 627,509 624,407 

  無形固定資産   

   ソフトウエア 11,888 14,071 

   その他 72 72 

   無形固定資産合計 11,960 14,143 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 30,809 25,095 

   出資金 100 100 

   破産更生債権等 1,940 1,136 

   長期前払費用 5,911 3,377 

   その他 31,164 28,933 

   貸倒引当金 △17,680 △13,656 

   投資その他の資産合計 52,245 44,986 

  固定資産合計 691,715 683,537 

 資産合計 2,052,032 2,689,719 

 

(3)添付資料 ９ページ ４.財務諸表 (２) 損益計算書 

(訂正前) 
           (単位：千円) 
          前事業年度 

(自 平成 24年４月１日 
 至 平成 25年３月 31日) 

当事業年度 
(自 平成 25年４月１日 

 至 平成 26年３月 31日) 

売上高   

 製品売上高 2,952,240 3,076,969 

 売上高合計 2,952,240 3,076,969 

売上原価   

 製品期首たな卸高 133,283 81,175 
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 当期製品製造原価 2,340,183 2,315,965 

 合計 2,473,466 2,397,140 

 製品期末たな卸高 81,175 35,119 

 製品売上原価 2,392,290 2,362,021 

 売上原価合計 2,392,290 2,362,021 

売上総利益 559,950 714,947 

販売費及び一般管理費   

 運賃及び荷造費 55,883 45,554 

 販売手数料 6,249 6,146 

 貸倒引当金繰入額 △943 △1,768 

 役員報酬 63,179 73,512 

 給料手当及び賞与 147,894 141,062 

 退職給付費用 4,842 5,711 

 賞与引当金繰入額 - 7,826 

 役員退職慰労引当金繰入額 - 15,880 

 旅費及び交通費 41,351 44,345 

 研究開発費 11,596 21,063 

 減価償却費 10,113 7,339 

 業務委託費 20,327 19,986 

 その他 157,934 178,734 

 販売費及び一般管理費合計 518,429 565,395 

営業利益 41,521 149,552 

営業外収益   

 受取利息 1,591 1,850 

 受取配当金 1,344 1,042 

 物品売却益 770 990 

 受取保険料 1,583 749 

 保険解約返戻金 4,267 - 

 その他 6,015 646 

 営業外収益合計 15,572 5,279 

営業外費用   

 支払利息 20,996 21,320 

 手形売却損 2,863 1,390 

 株式交付費償却 2,367 - 

 為替差損 4,346 6,100 

 その他 279 - 

 営業外費用合計 30,853 28,810 

経常利益 26,239 126,020 

 

(訂正後) 
           (単位：千円) 
          前事業年度 

(自 平成 24年４月１日 
 至 平成 25年３月 31日) 

当事業年度 
(自 平成 25年４月１日 

 至 平成 26年３月 31日) 

売上高   

 製品売上高 2,952,240 3,076,969 

 売上高合計 2,952,240 3,076,969 

売上原価   

 製品期首たな卸高 133,283 81,175 

 当期製品製造原価 2,340,183 2,315,965 

 合計 2,473,466 2,397,140 

 製品期末たな卸高 81,175 35,119 

 製品売上原価 2,392,290 2,362,021 

 売上原価合計 2,392,290 2,362,021 
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売上総利益 559,950 714,947 

販売費及び一般管理費   

 貸倒引当金繰入額 △943 △1,768 

 役員報酬 63,179 73,512 

 給料手当及び賞与 147,894 141,062 

 退職給付費用 4,842 5,711 

 賞与引当金繰入額 - 7,826 

 役員退職慰労引当金繰入額 - 15,880 

 研究開発費 11,596 21,063 

 減価償却費 10,113 7,339 

 その他 281,745 294,767 

 販売費及び一般管理費合計 518,429 565,395 

営業利益 41,521 149,552 

営業外収益   

 受取利息 1,591 1,850 

 受取配当金 1,344 1,042 

 物品売却益 770 990 

 受取保険料 1,583 749 

 保険解約返戻金 4,267 - 

 その他 6,015 646 

 営業外収益合計 15,572 5,279 

営業外費用   

 支払利息 20,996 21,320 

 株式交付費償却 2,367 - 

 為替差損 4,346 6,100 

 その他 3,143 1,390 

 営業外費用合計 30,853 28,810 

経常利益 26,239 126,020 

 

２．訂正の理由 

(1) 経営成績の当事業年度営業利益の対前期増減比率の記載に誤りがありましたので、訂正いたします。 

(2) 単体開示の簡素化の改正に伴い、区分掲載基準が変更されたものに係る表示方法の変更により訂正いた

します。したがって、貸借対照表において独立掲記しておりました「流動資産」の「未収入金」、「無形

固定資産」の「電話加入権」、「投資その他の資産」の「差入保証金」、「長期未収入金」、「ゴルフ会員

権」、「役員に対する保険積立金」は、科目を掲記すべき数値基準が、資産総額の 100 分の１を超える場

合から、100 分の５を超える場合に緩和されたため、当事業年度より「その他」に含めて表示しており

ます。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

なお、当該変更は、財務諸表等規則第 19条に基づくものであります。 

(3) 単体開示の簡素化の改正に伴い、区分掲載基準が変更されたものに係る表示方法の変更により訂正いた

します。したがって、損益計算書において独立掲記しておりました「販売費及び一般管理費」の「運賃

及び荷造費」、「販売手数料」、「旅費及び交通費」、「業務委託費」は、科目を掲記すべき数値基準が、販

売費及び一般管理費の合計額の 100 分の５を超える場合から、100 分の 10 を超える場合に緩和されたた

め、及び、「営業外費用」の「手形売却損」は、営業外費用の総額の 100 分の 10 以下であるため、当事

業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度

の財務諸表の組替えを行っております。 

なお、当該変更は、財務諸表等規則第 85条及び第 93条に基づくものであります。 

今回の一部訂正及び表示方法の変更によって、当事業年度の経営成績に変更はございません。 

 
 

以 上 


